
 

 

 

「板橋区老朽建築物等対策計画 2035（空家等対策計画）」(素案)【概要版】 

 

 

 
 
 

板橋区では、空家等対策の推進に関する特別措置法や条例の改正、実態調査の結果をふまえ、老朽建

築物等の包括的な対策を進めるため、令和８年度から 10年間の計画を策定します。 

本計画は、空家等だけでなく、居住中の老朽建築物も対象とし、今後増加する老朽建築物等に備える

ため「予防・啓発の強化」、「適切な管理の促進」、「除却の促進」を三つの行動指針として総合的に対策

の強化を行い、板橋区基本構想など上位計画と連動しながら、持続可能なまちづくりをめざします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

板橋区では、人口の高齢化や世帯の単身化が進行し、老朽建築物や空家の発生リスクが今後さらに広が

ると見込まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 

令和６年度に実施した実態調査では、老朽判定 A（危険）の物件が減少している一方で、改善されない

老朽判定 A・Bの物件が依然として存在していることが分かりました。また、老朽判定 C（当面の危険性な

し）、老朽判定 D（安全）の空家等は前回調査時の約２倍に増加していることがわかりました。 

地域住民等からの老朽建築物等に関する相談件数は、年間約 100件程度あります。相談内容をみると、

「樹木の繁茂、ハチの巣等」の相談件数が「建築物等の老朽化・破損等」の件数を上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

令和６年度実態調査などから、空家等の継続的な発生や管理意識の低下といった構造的課題に加え、支援

策の十分な浸透や物理的・法的制約物件への対応といった実務上の課題が浮き彫りになりました。 

 

計画の章構成 

板橋区老朽建築物等対策計画 2035（空家等対策計画）の構成 

第１章 老朽建築物等対策計画について ｐ１～６ 

第２章 板橋区における老朽建築物等の現状と課題 ｐ７～34 

第１章 老朽建築物等対策計画について 

第２章 板橋区における老朽建築物等の現状 

第３章 老朽建築物等対策の基本方針 

第４章 老朽建築物等対策に関する取組・施策 

第５章 行政の役割等と実施体制 

資料編（法律条文、連絡先、Q&A等参考情報） 

社会背景や現状を整理し、課題を明らかにし

たうえで、板橋区の老朽建築物等対策におけ

る基本的な方針を示しています。 

基本方針に基づき、対策の具体的な施策と、

行政や地域などの役割を示しています。 

連絡先やよくある相談と回答等を示しています。 

構成の概要 

計画を着実に推進するための進捗管理や国・

東京都との連携の方向性も示しています。 
第６章 計画の推進に向けて 

 

 

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度 令和17年度
（2026） （2027） （2028） （2029） （2030） （2031） （2032） （2033） （2034） （2035）

対策計画2035 対策計画2035〈後期〉

計画前期

計画の見直し

計画後期

 

空家等
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管理不全空家等
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特定
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特定

老朽建築物

図 老朽建築物等に関する概念図 図 本計画の位置づけ 
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人口推計及び統計調査から見た状況 

老朽建築物等対策の取組状況 

板橋区の年齢 3区分別人口の長期見通し 出典：板橋区人口ビジョン 

 

 

 

課題 

 

新規相談件数の推移 

板橋区の高齢世帯数の推移 出典：国政調査（総務省統計局） 

老朽判定件数 

空き家の件数（老朽判定別） 



 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 
 
 

板橋区では、令和６年度実態調査結果を 

ふまえ、令和８年度からの 10年間で、老朽 

判定 A物件を 105件、B物件を 223件解消す 

ることを目標とします。 

 

 
 
 

老朽建築物等対策の基本理念として、「行

政、所有者等と地域住民が協力して 

『安心・安全で快適なまち』をめざす」こと

を掲げています。この理念のもと、３つの行

動指針を定め、予防・管理・除却の循環的な

取組を推進します。 

令和７年 ９月 計画素案 決定（庁議）、都市建設委員会 報告 

１０月 パブリックコメント募集、老朽建築物等対策協議会 

令和８年 １月 老朽建築物等対策協議会  

２月 計画原案 決定（庁議）、都市建設委員会 報告 

  

本節では、「施策の体系」で示した３つの行動指針（①予防・啓発の強化、②適切な管理の促進、③除 

却の促進）を実行に移すための具体的な施策・取組を示します。 

各施策・取組では、「行動指針との対応」、「既存施策の継続又は拡充、若しくは新規の別」、「主な実施

主体・連携先」を示し、板橋区としての施策・取組内容を把握しやすいように構成しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

老朽建築物等の課題に対応するためには、行政・所有者・地域住民がそれぞれの立場で責任を果た

し、相互に連携・協力することが不可欠です。各役割において、SDGs（持続可能な開発目標）の視点を

取り入れ、経済・社会・環境の調和を図りながら区政を推進します。 

 

 

 

 

 

 

板橋区では、増加する老朽建築物等の課題解決に向けて、所有者が主体的かつ適切に管理・除却・利活用

を推進できるよう支援します。行政と地域が連携して、基本理念、行動指針のもと、以下に示す施策を展

開し、「安心・安全で快適なまち」をめざします。 

本計画の推進にあたっては、定期的な進捗管理を行い、対策の実効性を高めることが重要です。そこ

で、毎年度３回開催する協議会において、各施策における取組の実施状況の共有や解消事例の報告を行

い、計画の適正な運用を確保します。 

また、庁内及び外部（協議会、区民等）との連携を図り、計画内容及び施策を検討します。 

 

第３章 老朽建築物等対策の基本方針 ｐ35～38 

第４章 老朽建築物等対策に関する取組・施策 ｐ39～60 

第５章 行政の役割等と実施体制 ｐ61～68 

第６章 計画の進捗に向けて ｐ69～73 

計画の目標 

 

計画を推進するための基本理念及び行動指針 

 

具体的な施策・取組内容 

  

 

それぞれの役割 

【具体的な記載例】 

「2-1 管理不全空家等規定の運用」

内、『① 空家特措法に基づく「管理

不全空家等」の認定【新規】』の場合 

今後のスケジュール 

施策の体系 


